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「地域社会と原子力に関するアンケート２０１８」調査結果概要 

茨城大学人文社会科学部市民共創教育研究センター「災害復興支援部門」アンケート調査担当 
人文社会科学部教授 渋谷敦司 

はじめに 

 私たちは、東海村で発生した臨界事故から１０年目にあたる２００９年に原子力施設と地域社会の関 
係を考えるための共同研究を開始し、２０１０年度に東海村、日立市、那珂市、ひたちなか市各地域住 
民の皆様にご協力をお願いして「地域社会と原子力に関するアンケート」を実施しました。その翌年の 
２０１１年３月に東日本大震災に伴って福島第一原発の事故が発生したことにより、２０１１年度から

２０１６年度までの６年間、福島第一原発事故関連の設問を追加して、２０１０年度調査をベースに茨城

県内の原発立地・周辺自治体住民の原子力意識が震災と福島第一原発事故を経てその後どのように変化

したかを追跡調査してきました。 
 この間、上記の一連の調査では、2013 年 7 月 21 日に実施された参議院選挙で政権与党である自由民

主党が選挙公約として掲げた原子力政策や 2014 年 4 月に閣議決定された「エネルギー基本計画」の考え

方への賛否を問う設問、福島第一原発事故後に新たに地方自治体の災害対策の課題となった原子力災害

時の避難計画策定についての設問、さらに、各地で提起された原発の運転差し止めなどを求める住民訴訟

に関連させた設問などを追加し、その時々に政治的争点となった原子力政策上の課題に対して茨城県の

原発立地・周辺自治体住民がどのような反応を示してきたかを記録してきました。 
 このアンケート調査は、2016 年度調査で一旦終了しましたが、今回、2018 年 11 月に原子力規制委員

会が東海第二原発の 20 年間運転延長を認可したことを受け、東海第二原発の再稼働に関する「地元」自

治体の「事前了解」に関する問題が喫緊の政治的争点となったことを踏まえて、2018 年 12 月 9 日に行

われた茨城県議会議員選挙に合わせて、投票の有無、投票にあたって原子力政策について考慮したかどう

かを設問する内容を追加し、今回の「地域社会と原子力に関するアンケート 2018」を企画し、投票日後

の 12 月 14 日に調査票を発送することにしました。 
 特に、今回は、東海第二原発の再稼働に向けて事業者である日本原電が提出していた運転延長申請が規

制委員会に認可された前後から、われわれの調査の対象地域である原発立地・周辺自治体が持つとされて

いる「事前了解権」に「拒否権」も含まれるのかどうかなど、その解釈をめぐって自治体首長の間に温度

差があることや、事業者代表が自治体側の「事前了解」に関する「権限」には「拒否権」などは含まれな

いという趣旨の発言を行って、それが自治体側から厳しく批判されることになるなど、東海第二原発の再

稼働、運転期間の延長などをめぐる問題があらためて地域社会の大きな政治的争点として浮上してきま

した。 
このような状況において、自治体側が「事前了解」に関する意思決定をするにあたって、住民意思をど

のように確認し、その意思決定過程に反映させるかが、再度問われる状況になってきています。われわれ

のこれまでの調査は、原子力政策に関する地域住民の意思を確認することを最大の目的に実施してきま

した。今回の調査は、地域住民自身が東海第二原発をはじめとした原子力施設と今後どのように向き合っ

ていこうとしているのか、住民意思の確認の手段、住民意思の反映手段としてどのようなことを求めてい

るのか、また、原子力災害時の避難計画や避難行動について、どのような問題、課題を感じているのかを

明らかにすることに焦点を当てました。本調査結果が、震災後の原子力世論の変化および茨城県内の原子

力政策の今後を考えるための基礎データ、基礎資料として各方面で活用されることを願っています。 
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１．調査目的 

 本調査は、茨城県内の原発立地・周辺自治体住民の原子力発電についての評価や問題意識を明らかに

し、原発立地・周辺自治体の今後の地域政策、まちづくりの方向性を考えるための基礎的データを得るこ

とを目的として、震災前の 2010年度から実施してきた一連の調査の一環である。「地域社会と原子力」の

関係を考えるための設問の多くは 2010 年度調査から 2016 年度まで同じものを使用してきたが、今年度

の調査では 2016年度まで使用してきた「日常生活」意識項目 20と「原子力」意識項目 20を再編統合し、

新しい意識項目を加えて合計 20の意識項目を設定した（問 8-1から問 8-20)。 

また、2011 年度調査からは、東海第二原発の再稼働問題についての態度変化を見るために同じ設問を

今年度調査まで継続使用してきた。加えて、福島第一原発事故後に実施した 2011年度調査以降は、その

時々に国政レベルで大きく注目されることになった原発関連裁判や国のエネルギー基本計画、広域避難

計画などの話題に関連させて設問を追加しながら、茨城県の原発立地・周辺自治体住民の原子力施設や原

子力政策に対する考え方の変化を把握しようとしてきた。 

 

２．調査対象と調査方法 

調査対象は、これまでの調査と同様に、原発立地自治体である東海村に加え、隣接する日立市南部（多

賀支所・南部支所管内）、那珂市、ひたちなか市の住民のうち、各１０００名、合計４０００名を各地域

の選挙人名簿から無作為に（等間隔）抽出した。2016年度調査までは 20歳以上、65歳未満の人を対象に

抽出したが、選挙権が 18 歳以上に改正されたことにともない、今回は 18 歳以上、65 歳未満の人を対象

とした。調査票は郵送配布し、自記式で郵送回収した。調査票は 2018 年 12 月に実施された茨城県議会

議員選挙の投票日の後に、12月 14日に対象者に郵送し、返送締め切り目途を 2019年 1月 15日に設定し

て回答をお願いした。実際の調査票回収は 12月 17日から 2019年 1月末まで継続した。最終的な調査票

有効回収数は全体で 958通、有効回収率は 24.0％（前回の 2016年度調査は 24.1％）となった。 

 

３．調査結果データの表示の仕方について 

本調査結果概要では、本年度調査で新たに追加設問した問への回答以外は、2010 年度以降の調査結果

と比較できるようにグラフ表示してある。グラフは基本的に横帯グラフで表示し、グラフ内のデータの数

値は合計が 100％のパーセント表記で小数点第１位までを表示している。なお、各カテゴリの％数値は四

捨五入で端数を処理しているので、その合計が 100％にならない場合がある。 
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４．調査結果の概要 

 

（１） 回答者の基本属性 

 

 性別 

 
 
 

 年齢 

  
 
 

 居住地 

 

注） 今回、ひたちなか市で回収数が他地域に比べて少なくなったのには、県議会議員選挙でひたちなか市選挙区が無

投票となったことが影響したと考えられる。 

合計 男性 女性 不明

全体 8789 50.8 46.2 3.0
2010年度 1244 48.8 48.2 3.0
2011年度 1320 49.6 49.8 0.5
2012年度 1109 49.0 48.9 2.2
2013年度 1021 53.5 45.1 1.5
2014年度 1095 49.7 46.8 3.6
2015年度 1079 53.2 42.6 4.2
2016年度 963 51.0 45.3 3.7
2018年度 958 52.8 40.8 6.4

性別

調
査
年
度

合計 20代 30代 40代 50代 60代以上 不明

全体 8789 7.2 16.5 26.1 26.3 21.3 2.7
2010年度 1244 7.5 17.1 22.3 27.0 23.2 2.8
2011年度 1320 7.0 17.3 24.4 27.4 23.6 0.3
2012年度 1109 7.0 17.0 24.4 25.1 24.6 1.9
2013年度 1021 8.5 17.8 26.6 26.2 19.4 1.4
2014年度 1095 8.0 17.8 25.0 23.9 21.9 3.3
2015年度 1079 6.2 16.7 28.8 25.1 19.4 3.8
2016年度 963 6.7 14.6 30.2 27.9 17.2 3.2
2018年度 958 6.3 12.4 28.9 27.3 19.3 5.7

注）2018年度の「20代」には18歳選挙権が実現された後なので18歳以上の人が含まれている

年齢

調
査
年
度

合計 日立市 東海村 那珂市 ひたちな
か市

不明

全体 8789 25.3 23.1 24.7 23.9 3.0
2010年度 1244 26.8 24.6 21.5 24.1 3.0
2011年度 1320 24.0 23.3 25.1 27.0 0.5
2012年度 1109 26.1 21.8 25.7 24.1 2.3
2013年度 1021 25.9 22.1 26.9 23.3 1.8
2014年度 1095 24.8 22.5 26.2 23.4 3.1
2015年度 1079 24.0 24.3 23.5 24.0 4.2
2016年度 963 26.4 21.7 24.4 24.1 3.4
2018年度 958 24.7 24.2 24.7 19.9 6.4

居住地

調
査
年
度
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（２） 調査結果の概略 

 ここでは、2018 年度調査の主な設問への回答傾向について説明する。まず、問１では「あなたは東海

村にある原子力施設（発電所、再処理工場、各種研究施設など）について日頃どのように感じていますか」

と、東海村にある原子力施設一般についての「安心」の程度を設問している。この設問は、われわれが震

災前の 2010年度調査から用いてきたものである。今回の結果は、「安心している」5.6％、「まあまあ安心

している」18.6％、「少し不安である」27.1％、「不安である」38.4％、「どちらとも言えない」8.2％であ

った。 

 問２では、2011年の震災以降、運転が停止されている東海第二原発の「今後について」設問している。

この設問は、震災後に実施した 2011年度調査から用いてきたものである。今回の結果は、「なるべく早く

運転再開した方がよい」8.8％、「地震・津波などに備えた耐震・防潮対策を徹底するまで運転再開するべ

きではない」28.1％、「再稼働は凍結し、東海第二原発の今後について地域で白紙から議論すべき」8.1％、

「現在の老朽化した原子炉に代わる新型炉を新設する」6.7％、「運転を停止したまま廃炉に向けて準備

し、原子炉の新増設はしない」45.9％、「その他」1.5％であった。 

 問 3 は、原子力規制委員会が 2018 年 11 月 7 日の定例会合で東海第二原発の運転延長申請を認可した

ことを受けて、「東海第二原発を 20 年間運転延長することについて」どのように考えるかを設問したも

のである。それへの回答は、「これまでの運転実績から見ても危険はないと思う」3.9％、「保守・点検を

適切に行い慎重に運転すれば危険はないと思う」24.4％、「保守・点検を適切に行い慎重に運転しても危

険があると思う」59.6％、「わからない」7.7％という結果であった。 

 問４では、2018 年 12 月 9 日に行われた茨城県議会議員選挙の投票行動について設問している。「投票

に行った」人は 60.6％、「投票に行かなかった」人は 37.4％であった。なお、ひたちなか市選挙区では無

投票となったので、その分だけ今回の回答者全体でみた投票率は低くなっている可能性があるが、県選挙

管理委員会が公表している今回の県全体の投票率は 41.86％であり、今回のアンケートには県議会選挙に

行った人が多く回答している可能性が考えられる。問４-２では、「投票に行った」と回答した人に、「投

票にあたって立候補者の原子力発電や原発事故に対する政策や立場について考慮しましたか」と設問し

た。その結果、「考慮した」55.8％、「考慮しなかった」43.9％という回答を得た。 

 問５は、2018 年 7 月 4 日に名古屋高裁金沢支部が大飯原発３，４号機の運転差し止めを命じた福井地

裁判決を否定する決定を下したことを受け、「原発の安全性など高度で最新の科学的、技術的な判断が必

要な問題に対して、裁判所は専門家と行政の判断を尊重すべきだ、と思いますか」と設問したものであ

る。その結果、「そう思う」29.2％、「どちらかと言えばそう思う」26.5％、「どちらとも言えない」24.2％、

「どちらかと言えばそう思わない」5.5％、「そう思わない」12.7％という回答になった。この設問と関連

して、問５－２では、「活断層の存在や地震動の想定など、科学的に不確実な要素がある場合に裁判所が

原発事故の危険性を大きめに見るのは当然だ、と思いますか」と設問し、その結果、「そう思う」49.7％、

「どちらかと言えばそう思う」25.2％、「どちらとも言えない」14.1％、「どちらかと言えばそう思わない」

2.2％、「そう思わない」7.0％という回答を得ている。 

 問６は、「大規模な原発事故の発生を想定した避難計画をあなたがお住まいの市町村が策定することに

ついてどのようにお考えですか」というかたちで、避難計画策定の可能性について設問したものであり、

「十分可能だと思う」20.9％、「かなり難しいと思う」59.4％、「わからない」15.0％という結果になった。

これに続けて、問６－２では、「実際に原子力災害が東海第二原発で発生した場合、あなた自身はどのよ

うに行動すると思いますか」と設問し、以下のような回答を得た。「県や市町村からの情報提供・指示を

待って基本的にその指示に従って行動する」31.9％、「あらゆる方面から情報を集めた上で避難するかし
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ないかは自分で判断し、行動する」29.2％、「原子力のことについて詳しい知人などの意見を参考にして

判断し、行動する」2.0％、「隣近所の人たちや友人・知人の意見や行動などを参考にして判断し、行動す

る」3.1％、「実際にそのような状況になってみないとどのように行動するかはわからない」27.6％という

結果であった。 

 

 

（３） 調査年度ごとの比較を中心にした集計結果 

 

問 1 あなたは東海村にある原子力施設（発電所、再処理工場、各種研究施設など）について日頃どの

ように感じていますか。あなたのお考えにあてはまるものを選び、番号に○をつけてください。

(○は１つ) 

 

 

 この設問は 1999年に東海村で起きた JCO臨界事故後の調査でわれわれが用いたもので、2010年の調査

以降、2012 年度調査以外の各年度調査で継続してきた設問である。震災以前の 2010年度調査で「不安で

ある」と明確に意識する割合が 13.2％と少数派であったものが、震災と福島第一原発事故を経験した後

の 2011 年度調査で 30％以上にまで急増し、「少し不安である」、「不安である」の合計が 7 割近くを占め

るようになった。この傾向は、今回の 2018年度調査でも継続していることが確認できる。 

 

 

 

 

 

東海村の原子力施設への安心感
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問２ 東海村にある東海第二原発は 3月 11日の地震以降、運転が停止されています。この東海第二原発

の今後についてあなたはどのようにお考えですか。次の中からあなたのお考えに一番近いものを 1 つだ

け選んで○をつけて下さい。(○は１つ) 

 

 
 
 2016 年度調査結果概要で指摘したように、福島原発事故の深刻度が明らかになり、食品の放射能汚染

問題やホットスポット問題などが顕在化してくる中で、2012 年度調査時点から「耐震防潮対策を徹底す

るまでは」という慎重論を上回って明確に「廃炉」という方向性を支持する意見が 45％と最大多数意見

を構成するようになった。その後も、政権復帰した自民党が参議院選挙で大勝した 2013 年度を例外とし

て、「廃炉」を指向する意見は 4 割以上の多数派意見の位置を現在まで維持し、今回の 2018 年度調査に

おいても東海第二原発の今後については運転を停止したまま「廃炉へ」という意見が 45.9％の最大多数

意見となっている。 
 問２に関する 2018 年度調査の結果を地域別に見ると、以下のようである。東海第二原発の今後につ

いての意見を居住地別に見てみると、立地自治体である東海村では「なるべく早く運転再開した方

がよい」という再稼働を求める意見が 1 割を超えていることが注目される。しかし、その東海村に

おいても「廃炉」を求める意見は 4 割近い多数派意見である点に変わりは無い。さらに、2016 年度

の調査結果と比べると、日立市では、「廃炉」を求める意見が若干増えたが、「なるべく速く再開」、

「新型炉を建設」という意見も数ポイントずつ増えている。東海村では、「廃炉」を選択した人の割

合に変化はほとんどないが、「なるべく早く再開」という意見が若干増えている。那珂市でも「なる

べく早く再開」という意見が数ポイント上昇しているが、それ以上に「廃炉」を求める人の割合が 8

ポイントも上昇している。ひたちなか市では、意見分布に 2016 年からの変化はあまり見られない。 

東海第二原発の今後のあり方について
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問３ 原子力規制委員会は 11 月 7 日の定例会合で、営業運転開始から 40 年を経過する東海第二原発の

運転延長申請を、「特別点検」、「劣化状況評価」の結果から「今後 20年の設備の健全性」に問題なし

として、認可しました。あなたは、東海第二原発を 20年間運転延長することについてどのようにお考え

ですか。あなたのお考えにあてはまるものを選び番号に○をつけてください。(○は１つ) 

 
 この問３での設問は、震災前の 2010 年度調査の段階では、当時問題となっていた「プルサーマル計画」

の導入の是非と共に、当時の日本原電が公表していた東海村にある東海第２原発を経年変化に合わせて

保守・点検・評価や劣化対策を行い、稼働継続していく事業計画（高経年化事業計画）について意見を問

う内容であった。この 2010 年度調査段階では、約 5 割の人が「保守点検して慎重に運転すれば危険はな

い」と回答していた。しかし、震災後の 2011 年度調査では、「危険はない」という意見は 2 割台に急減

し、6 割近い人が「保守点検して慎重に運転しても危険」と考えるようになった。そして、7 年後の今回

の調査では、運転開始から 40 年を迎えた後にさらに 20 年間の運転延長をすることが原子力規制委員会

によって承認されたことを受け、この運転延長計画について直接問う設問にし、震災と福島第一原発事故

後に実施した 2011 年度調査とほぼ同様の、約 6 割の人が「保守点検して慎重に運転しても危険」と回答

する結果を得た。この 2018 年度調査結果を地域別に見ると、次のようである。 
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問４ あなたは１２月９日に行われた茨城県議会議員選挙の投票に行きましたか。 

 

 

問４－２ 投票に行った方にうかがいます。投票にあたって立候補者の原子力発電や原発事故に対する政

策や立場について考慮しましたか。 

 

 

  県議会選挙では東海第二原発の再稼働問題をはじめとして、原子力政策全般について積極的に選挙

の争点としようとした候補者は多いとは言えない状況であったが、投票にあたって原発問題を考慮した

人としなかった人でどのような意識のちがいがみられるかを、いくつかの質問項目と関連させて見てみ

ると、以下のようである。まず、問２の「東海第二原発の今後」に関しては、投票にあたって原発問題を

考慮した人では、「廃炉」を求める人の割合が 5 割以上となっているのに対して、考慮しなかった人では

「廃炉」を求める人の割合が 3 割台で、それ以上に「耐震防潮対策を徹底するまで運転再開するべきで

はない」を選択する割合が 36.7％と比較的高くなっている。 
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 東海第二原発の運転延長についても、投票にあたって原発問題を考慮した人では、「保守点検を適切に

行い慎重に運転しても危険」と答える人の割合が 66.4％と、原発問題を考慮しないで投票した人よりも

20 ポイント近く高くなっている。 

 

 

 

問５ ２０１８年７月４日、名古屋高裁金沢支部は「原発の廃止・禁止の当否をめぐる判断」は「立

法・行政府による政治的な判断」に委ねられるべきとして、大飯原発３，４号機の運転差し止め

を命じた福井地裁判決を否定しました。このことと関連して、以下の点についてあなたのお考え

をうかがいます。（2016 年度調査では 2016年 3月 9日の大津地裁による高浜原発 3号機、4号機

の運転停止を命じる仮処分決定に関連して以下二つの質問を同様の形式で行った） 

 

（１）あなたは、原発の安全性など高度で最新の科学的、技術的な判断が必要な問題に対して、裁判所

は専門家と行政の判断を尊重すべきだ、と思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この問は、１９９２年の最高裁の伊方原発訴訟判例で示された「高度で最新の科学的、技術的、総合的

な判断」が必要な原発の安全審査は「行政側の合理的な判断」に委ねられている、という考え方が 2016

年大津地裁仮処分決定で踏襲されているかという論点と関連づけ、設問したものである。原発訴訟におい

問3 東海第二原発の運転延長について
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て判例として準拠されることが多い上記最高裁判決文中の「高度で最新の科学的、技術的、総合的な判

断」という文言を用いて問を構成した。このような「高度で最新の科学的」な問題に関して司法の判断は

抑制的であるべきという考え方からすると、2016 年の大津地裁の決定は原子力規制委員会などの国の審

議機関による専門的、科学的、技術的審議・検討をふまえて国・行政が行った原発再稼働に対して、判例

を逸脱して下した「非合理」な決定という批判がなされる場合がある。それとは、対照的に、2018 年の

名古屋高裁金沢支部の判決は、原発の廃止・禁止に関わる司法の判断を抑制的に位置づけ、「立法・行政

府による政治的な判断」を優先したものと言える。この設問では、上記論点と関連して、「裁判所は専門

家と行政の判断を尊重すべきだ、と思いますか」と一般論として意見をきいており、それに対して回答者

の 5割以上が「そう思う」（「どちらかと言えばそう思う」を含めて）と回答しており、この一般論につ

いては「そう思わない」（「どちらかと言えばそう思わない」を含めて）という意見は 2割弱にとどまっ

ている。 

 

（２）あなたは、活断層の存在や地震動の想定など、科学的に不確実な要素がある場合に裁判所が原発

事故の危険性を大きめに見るのは当然だ、と思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この設問も、2016年度調査において、先の設問と同様に 2016年の大津地裁仮処分決定が新規制基準の

妥当性にまで踏み込んで原発の「安全性」判断をきわめて慎重に行う立場を表明した点と関連して、設問

したものである。この点についても、大津地裁の決定は、国民の不安を代弁した画期的な判断と評価する

見方がある一方で、国の原子力規制委員会と共に電力事業者の側にも過剰な説明・証明責任を負わせた不

合理な決定であるという批判もある。この設問は、具体的な司法の判断、判決について意見を求めたもの

ではないが、一般論として裁判所が原子力発電の安全性評価、リスク評価について専門家や行政の政治的

判断にまかせるのではなく独自に踏み込んだ判断を行うことをどう考えるかを問うたものである。結果

は、2016 年度調査とほぼ同様の傾向で、7割以上の人が「そう思う」（「どちらかと言えばそう思う」を

含めて）と、司法が独自に安全性評価、リスク評価に踏み込むことを支持する内容となった。 

 

 

 

 

裁判所による原発事故リスク評価について 

52.2 26.5 10.3 3 5.6 2

49.7 25.2 14.1 2 7.0 1

そう思う どちらかと

言えばそう

思う 

どちらとも

言えない 

どちらかと

言えばそう

思わない 

そう思わな

い 

不明 

ｎ 
963 

 

 

調
査
年
度 

2016年度 

2018年度 



- 12 - 
 

問６ 原発から 30キロ圏内にある市町村では、福島第一原発の事故後に改訂された国の防災基本計画

に基づいて、原子力災害避難計画の策定が検討されてきました。大規模な原発事故の発生を想定

した避難計画をあなたがお住まいの市町村が策定することについてどのようにお考えですか。

（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 県内市町村において避難計画策定が検討され始めた 2014年度の調査結果と比べると、避難計画策定作

業が本格化して年度中の計画策定を目標として掲げる自治体が増えた 2016年度には、策定が「十分可能」

という意見がかなり増えて 3割近くになった。しかし、今回の 2018年度調査では、「十分可能」とする

人の割合は 20.9％に減少し、「かなり難しい」と考える人が 6割近くに増えて 2014年度の意見分布状態

に戻る結果となった。その背景には、次のような地域の現実があったと考えられる。 

2016 年以降、東海村をはじめとして避難計画策定作業は目標通りには進まず、2017年に入ると 6月に

開催された東海村を初めとした東海第二原発周辺の 5市村で構成する「首長懇談会」の場でも、首長らか

ら出席した国の担当者に対して、100 万人近い人口を抱える原発 30 キロ圏内自治体の広域避難計画策定

には国のサポートが必要との要望・意見が出され、実効性のある広域避難計画策定の難しさが明らかにな

っていった。2018 年に入ってからは、1 月に日立市が広域避難計画素案をまとめて住民説明会を開始す

ることを公表し、年度内に策定する目標を掲げたが、1 月から 2 月にかけて市内 20 カ所以上で開催され

た説明会で市民から素案に対する疑問や批判が多数出され、3 月に日立市は 2018 年度内の避難計画策定

の目標を撤回し、2019 年度に策定を延期することを決定している。 

 それぞれの地域が抱えている広域避難計画についての困難には差異があると考えられるため、2018 年

度の調査結果を地域別に見てみると、以下のような結果になった。「十分可能だと思う」と回答した人の

割合は東海村で 27.2％と最も高くなっており、次いでひたちなか市で 24.1％である。実際に 1999 年の

臨界事故で住民避難を経験し、その後も原子力事故時を想定した避難訓練を何度も重ねてきている東海

村で、広域避難計画の策定を「十分可能」と考える割合が相対的に高く出るのは理解しやすい。また、ひ

たちなか市は、2018年 3月に茨城県内の 14市町村と「原子力災害におけるひたちなか市民の県内広域避

難に関する協定」を締結し、それをふまえて 2019年 2月からは（本アンケート調査回収終了後であるが）

第 2 回目の住民説明会が開催予定となっている。このようなひたちなか市での計画策定の進捗状況が、

「十分可能」という意見の相対的多さにつながった可能性が考えられる。しかし、どの地域でも、2014年

度調査結果と同じように、計画策定を「かなり難しい」と考えている人が過半数を占める多数派であるこ

とは、今一度確認しておく必要があるだろう。 

 

市町村による避難計画策定について 
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問６－２ すべての方にうかがいます。あなたがお住まいの市町村で原子力災害避難計画が策定さ

れ、実際に原子力災害が東海第二原発で発生した場合、あなた自身はどのように行動すると思

いますか。次の中からあなたの想定に一番近いものを一つだけ選んで○をつけて下さい。（○は

１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2014 年度と比べると避難計画の策定がある程度進み、避難計画の課題や問題点なども議論されるよう

になった 2016年度には、「実際にそのような状況になってみないとわからない」という意見が 6ポイン

トほど減少し、その分、「行政の情報提供・指示を待ってそれに従う」という意見と「あらゆる情報を集

めて自分で判断し行動する」という意見がそれぞれ増加した。そこからさらに 2年後の 2018年には、「自

分で判断し行動する」という人が 5ポイントほど減少し、「実際にそのような状況になってみないとわか

らない」という人が 4ポイントほど増えている。全体として、この 4年間にわたって、原子力災害発生時

原子力災害発生時の想定行動について 
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問 6 市町村の原子力災害避難計画策定について（2018年） 
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の自分自身の想定行動パタンは、上記三つの行動パタンがそれぞれ 3 割前後と大きく 3 つに分化してい

る状況に大きな変化はないと言える。 

 2018 年度調査での原子力災害発生時の想定行動について回答者の居住地域別結果を見ると、以下のよ

うである。日立市、那珂市、ひたちなか市の回答者では「実際にそのような状況になってみないとわから

ない」とする割合が 3 割程度となっているのに対して、東海村ではその割合は 18.1％にとどまり、「あ

らゆる情報を集めて自分で判断し行動する」と回答する割合が 3割以上となっている。この結果には、先

にも指摘したような、臨界事故以降に原子力防災訓練を何度も経験し、原子力関係の専門家も多い東海村

の地域特性が反映していると考えられる。 
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問７ 安倍内閣が 2018年７月に閣議決定した「第 5 次エネルギー基本計画」では、原子力発電を「優

れた安定供給性と効率性を有しており、運転コストが低廉で変動も少なく、運転時には温室効果ガスの

排出もないことから、安全性の確保を大前提に、長期的なエネルギー需給構造の安定性に寄与する重要

なベースロード電源である」と位置づけ、「原子力発電所の安全性については、原子力規制委員会の専

門的な判断に委ね、原子力規制委員会により世界で最も厳しい水準の規制基準に適合すると認められた

場合には、その判断を尊重し原子力発電所の再稼働を進める」という方向性を示しました。 

 この計画の特に下線部の方針と関連して、以下の点についてあなたのお考えをうかがいます。 

 

（１）あなたは、原子力規制委員会が安全だと判断した原発は再稼働した方がよいと思いますか。 

 
 問７の（１）の問は、原子力規制委員会の判断を前提とした国の再稼働方針について、2013 年度調査

から設問を開始し、2013 年度調査では当時の政権与党である自民党が参議院選挙で掲げた選挙公約で原

子力規制委員会が安全と判断した原発の再稼働を進める方針文書を示した上で、設問したものである。

2014 年度調査以降は、今回の 2018年度調査の設問文と同様に、調査時点で決定されていた国のエネルギ

ー基本計画の再稼働方針の文面を提示して、設問を行ってきた。自民党が参議院選挙で大勝した 2013年

には原発再稼働の方針について「そう思う」と「どちらかと言えばそう思う」とを合わせた賛成の意見が

4 割近くを占める結果となった。しかし、2014 年度以降には、賛成意見の割合が低下し、2016 年度調査

で約 3 割となり、2018 年度調査では原子力規制委員会の判断を前提とした国の再稼働方針に対して「賛

成」約 3割、「反対」4割以上、という結果となった。 

 

注）2016年度調査での設問文では、次のような説明文を提示した。：安倍内閣が 2014年 4月に閣議決定した

「エネルギー基本計画」では、原子力発電所が停止した結果、震災前と比べて化石燃料の輸入が増加するこ

となどにより、電気料金を始めとしたエネルギーコストの増大となって経済活動や家計に負担をかけてい

る、という認識を前提にして、原子力発電を運転コストも低廉な「重要なベースロード電源」であると位置

づけ、「原子力発電所の安全性については、原子力規制委員会の専門的な判断に委ね、原子力規制委員会に

より世界で最も厳しい水準の規制基準に適合すると認められた場合には、その判断を尊重し原子力発電所の
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再稼働を進める」という方針を打ち出しました。以上のことと関連して、以下の点についてあなたのお考え

をうかがいます。 

（２）東海第二原発の再稼働については新安全協定に基づき地元自治体の「同意」が必要とされていま 

すが、あなたは、「同意」判断にあたって住民の意向を確認する必要性についてどのようにお考え 

ですか。あなたのお考えに一番近いものを一つだけ選び番号に○をつけてください。(○は１つ) 

 

 
 

 問 7 の（２）は、東海第二原発の再稼働に関して地元自治体の「同意」、「事前了解」が大きな論点とし

て注目されるようになった 2018 年度の状況をふまえて今回初めて設問したものである。自治体としての

「同意」判断にあたって住民の意向を確認する手段として多くの人が選択したものは、「住民投票」37.1％、

より広域での「県民投票」24.3％であり、市民・住民が直接意思表示する方法を望む人が合計で 6 割を超

える結果となった。これを地域別に見てみると、東海村では他市と比べて「市長・村長が判断すればよい」

9.1％、「議会での決定をふまえて首長が判断」14.7％、両者を合わせて 2 割を超え、首長、議会の判断に

委ねる意見が相対的に多くなっているが、その東海村でも「住民投票」、「県民投票」を求める意見は合計

で 5 割を超えており、市民・住民による直接意思表示を求める意見は東海第二原発立地・周辺自治体共

通の多数派意見となっている。 
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問８ 以下には日常生活と科学技術についての様々な考え方・意見が並んでいます。それぞれの項 

目について、あなたはどのようにお考えでしょうか。 

 

（注：問８では 20 の意見項目について「そう思う」か、「そう思わない」かを 5 段階で設問しているが、そ

の項目のうち 2010 年度調査から用いてきたものについては年次比較データを、今回の調査で初めて用いた意

見項目については 2018年度調査結果のデータのみを全体合計と市町村別の集計結果で示している。） 
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2. 科学・技術の急速な発展により生活のうるおいや心の豊かさが失われてきている 

 

 
３． 社会の新しい問題の多くは科学者・専門家が解決してくれる 
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4. 科学技術の発展によって社会や生活の安全性が向上する 

 
 
5. 科学技術の発展によって日本経済のさらなる成長を目指すべきである 
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6. 科学技術の専門家は科学や技術を過信している 

 

 

 

 

7. 国の科学技術政策について専門家以外の一般市民の意見をもっと反映させるべきである 
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問8-７ 科学技術政策への市民意見反映の必要性
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8. 先端的な科学技術の研究施設を誘致することは今後の地域振興にとって有望な方策である 

 

 

 

9. 科学技術についての専門家は科学技術のもたらすマイナス面や危険性についてもきちんと説明すべ

きである 
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10. 科学技術については一般市民の側に素養が欠けているので、市民の側がもっと学習すべきである 

 

 

 

 

11. 原子力規制委員会の判断は科学者集団の客観的な判断として信頼できる  
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問8-１１ 原子力規制委員会の判断の客観性、信頼性

5.4 18.6 42.0 12.6 18.3
3
.
1

4.
2 18.1 45.6 11.4 17.7

3
.
0

10.3 22.4 37.1 10.8 16.8
2
.
6

4.
2 18.6 41.8 13.9 18.1 3.

4

3
.
1

14.1 46.6 13.6 19.9
2
.
6

そう思う どちらか

と言えば

そう思う

どちらと

も言えな

い

どちらか

と言えば

そう思わ

ない

そう思わ

ない

不明

ｎ

958

237

232

237

191

市
町
村

全体

日立市

東海村

那珂市

ひたちなか市



- 23 - 
 

12. 科学者や科学技術の専門家は政治や政策に対して中立である 

 

 

 

 

13. 原子力発電所を建設・運転・調整する専門家や技術者は信頼できる 

 

 

問8-１２ 科学者、専門家の政治的中立性
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原子力専門家は信頼できる
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14. 原子力発電は安全に関する技術や廃棄物の処理・管理の技術など、技術的に問題が多い 

 

 

15. 放射線審議会などの放射線防護の専門家集団は合理的で客観的である 

 

 

 

原子力発電の技術的問題性
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16. 原子力政策はあまりにも専門家中心に進められており、国民不在、住民不在である 

 

 

17. 科学技術の専門家、科学者は一般市民、地域住民と対話する努力をもっとするべきである 
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18. 科学は合理的で客観的である  

 

 

 

 

19. 東日本大震災と福島原発事故によって科学技術と科学者、専門家に対する信頼が大きく揺らいだ 

 

 

 

 

 

問8-１８ 科学の合理性、客観性
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問8-１９ 震災と原発事故による科学技術、専門家に対する信頼の揺らぎ
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20. 原子力の研究は今後、除染、使用済み核燃料や廃棄物の処理、廃炉技術などを中心に行うべきである 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問8-２０ 原子力の研究の今後の重点
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（４） 自由回答意見の記述内容について 

 ここでは、問６の広域避難計画と関連する自由回答意見と、問１０での本調査全体に関連する自由回

答意見について、その意見内容の分類を行い、具体的意見内容そのものについて紹介する。 

 

①問６－３「原子力災害時の広域避難計画について、ご意見があればなんでも結構ですので、ぜひお聞か

せ下さい。」 これに対して記入された意見内容を、以下の５つのパタンに分類した。 

１．避難計画への要望、意見、提言、課題の指摘など 

２．有効な避難計画を策定することは無理である、机上の空論で無意味であるという意見 

３．避難計画よりも避難の必要性を生みだすような原発を止めるべき、廃炉にすべきという意見 

４．どこにどのように避難したらよいのかわからない、不安だという意見 

５．その他の意見 

 

 以上の５つの意見内容パタンの分布を見ると、以下のようである。全体で 346 人から寄せられた意見

のうち、避難計画策定は無理である、不可能であるという指摘内容のものが約 3割、避難計画の策定に関

して様々の課題の指摘、要望、意見を述べているものが同じく約 3割、避難計画を策定するよりも再稼働

させないことが重要という意見が 1 割強、その他の意見が同じく 1 割強というという分布となった。こ

れを地域別に見ると、日立市では避難計画策定は無理であることを様々な理由を挙げて指摘している意

見が 4割を超えて一番多くなっている。それとは、対照的に、ひたちなか市では避難計画策定が無理であ

ることを指摘する意見は 2 割弱と比較的少なくなっており、逆に避難計画について具体的な要望や提言

を記入している人が 5割近くと非常に多くなっている。東海村の回答者では、避難計画への要望、提言を

述べている人が 4 割弱、避難計画は無理であるとする意見が約 3 割である。那珂市では、避難計画策定

よりも再稼働させるなという意見が 2割近くと比較的多くなっている。 

 

 

問6-3 広域避難計画についての意見分類
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②問１０「最後に、地域社会と原子力を含めた科学・技術のあり方に関連してご意見がありましたら

なんでも結構ですので、ぜひお聞かせ下さい」これに対して記入された意見内容を、以下の６つのパタ

ンに分類した。 

 

１．原発反対、再稼働反対、再生エネルギー等への転換をという意見 

２．再稼働には反対あるいは原発には問題があるが、原子力の研究は必要だという意見 

３．原子力施設に不安はあるが地域的事情、生活や仕事の事情で再稼働反対とは言えない 

４．原発は社会・経済・地域のために必要、再稼働は認めるべきという意見 

５．安心・安全を第一にという意見 

６．その他、科学・技術に関する意見、意思決定に関する意見、アンケート調査に関する意見等 

 

 以上の６つの意見内容パタンの分布を見ると、以下のようである。全体で 364 人の人から寄せられた

意見のうち、3割以上の人が「原発反対、再稼働反対、再生エネルギーへ」という趣旨の意見を記入して

いた。同じく、約 3割の人が「その他」の意見に分類される科学・技術に関する意見、意思決定に関する

意見、アンケート調査に関する意見等を記入していた。続いて、「安心・安全を第一に」という趣旨の意

見が 15.9％、「原発は必要、再稼働は認めるべき」という趣旨の意見が 9.6％という分布であった。この

意見分布を地域別に見ると、日立市と那珂市では「原発反対、再稼働反対、再生エネルギーへ」という趣

旨の意見が 4割強と比較的多くなっている。他方、東海村では、「原発反対、再稼働反対、再生エネルギ

ーへ」という意見は 2割程度にとどまり、科学・技術に関する意見、意思決定に関する意見、アンケート

調査に関する意見等の「その他」に分類される意見を記入した人が 4割を超えている。 

 

 
 
 
 

問１０ 原子力、科学技術についての意見分類
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まとめ 

 前回の２０１６年度調査でも確認しように、東海第二原発をはじめとした原子力施設と地域社会の関

係をどのように再構築していくかについて、地域住民の考え、意識は震災と福島第一原発事故を境にして

大きく変化した。そして、原子力規制委員会が日本原電の東海第二原発２０年運転延長申請を認める決定

を下した状況において、構造的に転換した住民意識をどのように自治体の原子力関係の意思決定に反映

させるかが、あらためて大きな争点となっている。今回の２０１８年度調査では、この点にあらためて焦

点を当て、新たな設問を追加し、原子力関係の地域住民意識の現状を確認することにした。 

 茨城県は、上記の原子力規制委員会の決定を受けて、東海第二原発の安全対策に関して原子力規制委員

会職員が住民向けに情報提供する「説明会」を 2019 年 1 月 13 日から順次県内各所で開催することを 11

月末段階で公表し、この事前申込制の「説明会」は 2019年 2月 17日に終了した。今回のアンケート調査

の回収期間はこの「説明会」が開催されていた期間と重なることになった。この一連の「説明会」は、ど

の会場も参加者が定員を大幅に下回り、住民の関心の低さを印象づけたとも一部で報道されているが、は

たして、この県が主催し原子力規制委員会職員が説明するという「説明会」への参加者の少なさを、東海

第二原発再稼働問題への住民の関心の低さと理解することができるだろうか。 

 今回の調査で明らかになったように、東海第二原発の 20 年間運転延長計画については、回答者の約 6

割が「保守・点検して慎重に運転しても危険」と考えており、東海第二原発の今後については「廃炉に向

けて準備」という方向を 4割強の人たちが支持していた。また、国のエネルギー基本計画が前提とするよ

うな、「原子力規制委員会が安全だと判断した原発は再稼働した方がよい」という考え方についても、回

答者の 4 割強が疑問に感じていた。また、避難計画についての設問への回答傾向や広域避難計画につい

ての自由意見に見られるように、避難計画を作成することが非常に困難な現状において今後大地震およ

び地震に伴う津波の発生が高い確率で予想されている茨城県において、老朽原発の運転延長を認めるよ

うな判断は理解できない、疑問であるという意見が多数寄せられているのが現実である。 

 つまり、地域住民からすれば、原子力規制委員会をはじめとした「専門家」の判断は、「科学的」、「合

理的、「客観的」とは必ずしも言えず、震災と福島第一原発事故の経験から学んだ住民自身の「経験知」

にも反する「非合理」、「不合理」な判断と映っているのではないだろうか。今年度新たに追加した問８-

１９への回答結果にも見られるように、「東日本大震災と福島原発事故によって科学技術と科学者、専門

家に対する信頼が大きく揺らいだ」と６割以上の人が考えているのであり、また、震災前の 2010年度調

査から繰り返し設問してきたように、「原子力政策はあまりにも専門家中心に進められており、国民不在、

住民不在である」と考える人の割合は震災を契機に大きく増え、6割から 7割近い人が専門家中心で住民

不在の原子力政策に疑問を感じている現実が現在まで続いている。このような現実の中で上記の「説明

会」は開催されたのであり、「専門家」からの一方的な「説明」や「情報提供」に多くの人が期待も関心

も持たなかったとしても、それを住民の問題意識や当該問題への関心の低さと解釈することはできない

だろう。 

 上記の「説明会」では、参加した住民の側から原発再稼働への反対の意見表明や住民自らの意見表明な

どの発言が目立ち、一般的な説明会での「質疑応答」とは異なる展開になったとも報道されている。「専

門家」に対して不信感を抱いている問題意識を持った住民があえてこのような「説明会」に参加するので

あれば、行政が設置したこの「説明会」を住民意思の表明の機会として活用しようとしたとしても、なん

ら不思議ではないだろう。東海第二原発の再稼働判断にあたっては、今回の調査結果で明らかになったよ

うに、多くの住民が住民投票などの直接的意見表明、意思表示の機会を求めている。今回の調査は、その

ような住民の思いをある程度可視化することができた、とわれわれは考えている。 


